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答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

「熊本市中央福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対し

て行った生活保護開始決定処分（以下「本件処分」という。）に係る平成３０

年（２０１８年）１２月２１日付け審査請求（以下「本件審査請求」という。）

は棄却されるべきである」とする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人 

  平成３０年（２０１８年）１０月１日を適用日とする生活保護基準改定

（以下「本件基準改定」という。）により、憲法第２５条が保障する健康で

文化的な人間らしい生活ができなくなった。 

  本件基準改定は、専門的知見を無視して行われ、平均的な一般世帯の生

活水準の６割以上で均衡を保つという考え方を逸脱し、改定の合理的理由

や正当性が明らかにされておらず、最低限度の生活の需要を満たすに十分

か否かも考慮されていない。本件基準改定には、厚生労働大臣の裁量権行

使の逸脱・濫用が認められるから、本件処分の取消しを求める。 

２ 審査庁 

  審理員意見書のとおり本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請

求は棄却されるべきである。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 結論 

  本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請求は棄却されるべきで
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ある。 

２ 理由 

（１）本件処分に係る法令等の規定について 

   本件処分に係る生活保護の事務については、生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号。以下「法」という。）、「生活保護法による保護の基準」

（昭和３８年厚生省告示第１５８号。以下「保護基準」という。）に基づ

いて行われている。 

（２）保護基準の不当性について 

   保護基準をいかに設定するかは、厚生労働大臣の裁量のうちに属して

おり、保護の実施機関である処分庁に裁量の権限はない。 

   また、本件処分の根拠である法第２４条第３項に基づく保護の開始決

定は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に基づく法定受託事務で

あり、処分庁は、その処理基準の一つである保護基準に従い処分を行う

ものであるので、処分庁が行った本件処分は違法又は不当ではない。 

 

第４ 調査審議の経過 

 令和元年（２０１９年） ９月１８日 審査庁から諮問 

             １０月３０日 第１回審議 

             １１月２１日 第２回審議 

             １２月 ６日 第３回審議 

             １２月１９日 第４回審議 

  令和２年（２０２０年） １月１７日 第５回審議 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件審査請求に係る審理手続 

  本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認められる。 

２ 本件処分の適法性及び妥当性 

（１）保護基準の設定について 

   法第１条は、法律の目的について、「日本国憲法第２５条に規定する理
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念に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に

応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、そ

の自立を助長すること」と定め、法第３条は、「この法律により保障され

る最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することができる

ものでなければならない。」と定めている。 

   また、法第８条第１項は、「保護は、厚生労働大臣の定める基準により

測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で

満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとする。」と定

め、第２項は、保護基準は、「要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所

在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生

活の需要を満たすに十分なものであつて、且つ、これをこえないもので

なければならない」と定めており、これらの規定を受けて厚生労働大臣

が保護基準を定めることとされている。 

（２）判例について 

   判例によると、法第３条及び第８条第２項の規定にいう「最低限度の

生活」は、「抽象的かつ相対的な概念であって、その具体的な内容は、そ

の時々における経済的・社会的条件、一般的な国民生活の状況等との相

関関係において判断決定されるべきものであり、これを保護基準におい

て具体化するに当たっては、高度の専門技術的な考察とそれに基づいた

政策的判断を必要とするものである」とされている（最高裁昭和５１年

（行ツ）第３０号昭和５７年（１９８２年）７月７日大法廷判決参照）。 

  そして、老齢加算の廃止に係る保護基準の改定についてであるが、その

適否の判断にあたっては、「最低限度の生活の具体化に係る判断の過程及

び手続における過誤、欠落の有無等の観点からみて裁量権の範囲の逸脱

又はその濫用があると認められる場合」、あるいは、「激変緩和等の措置

を採るか否かについての方針及びこれを採る場合において現に選択した

措置が相当であるとした同大臣の判断に、被保護者の期待的利益や生活

への影響等の観点からみて裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があると認

められる場合に、生活保護法３条、８条２項の規定に違反し、違法とな
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るものというべきである」とされている（最高裁平成２２年（行ツ）第

３９２号・平成２２年（行ヒ）第４１６号平成２４年（２０１２年）２

月２８日第三小法廷判決参照）。 

   保護基準の適否については、このような判例の趣旨を踏まえて判断す

べきである。 

 （３）保護基準の見直し 

   保護基準については、定期的に検証を行うこととされ、検証にあたっ

ては、社会保障審議会生活保護基準部会を設け、５年に１度実施される

全国消費実態調査のデータ等を用いて、専門的かつ客観的に評価・検証

することとされている。 

   本件基準改定は、現行の基準額と一般低所得世帯の消費実態との均衡

を図るため、生活扶助基準の見直しを行い、さらに、児童養育加算、母

子加算等について、子どもの健全育成に必要な費用等を検証し、必要な

見直しを行った上、新しい保護基準は平成３０年（２０１８年）１０月

１日から適用されたものである。見直しにあたっては、同部会において、

世帯への影響に十分配慮し、検証結果を機械的に当てはめることのない

よう指摘されていること等を踏まえ、多人数世帯や都市部の単身高齢世

帯等への減額影響が大きくならないよう、個々の世帯での生活扶助費、

児童養育加算及び母子加算の合計の減額幅を現行の基準から５パーセン

ト以内にとどめることとし、また、見直しは、生活保護世帯への激変緩

和措置として３年間をかけて段階的に実施することとされている。 

（４）本件処分について 

   本件処分は、本件基準改定に従い行われたものであるところ、審査請

求人は、本件基準改定が専門的知見を無視して行われるなどしたもので

あり、厚生労働大臣の裁量権行使の逸脱・濫用があると主張する。 

   しかし、本件基準改定は、上記のとおり、社会保障審議会生活保護基

準部会の検証結果を踏まえているとみられることなどからすると、最低

限度の生活の具体化に係る判断の過程及び手続における過誤、欠落の有

無等の観点からみて明らかに裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があると
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は認められない。また、保護基準の具体的な内容については、厚生労働

大臣に高度の専門技術的な考察とそれに基づいた政策的な見地からの裁

量権が認められることなどに鑑み、本審査会は本件基準改定に係る厚生

労働大臣の裁量権の範囲の逸脱やその濫用があるか否かについて立ち入

った判断は控えることとする。 

   よって、審査請求人の主張は採用しない。 

３ 結論 

以上により、本件処分に違法又は不当な点は認められないから、本件審査

請求は棄却されるべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 
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